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別紙２

職員の皆さんへのお知らせ（扶養控除等申告書対象外職員用）
南会津教育事務所担当　
	 ◎　マイナンバー制度（社会保障・税番号制度）が始まります


	


○　平成２８年１月のマイナンバー（個人番号）の利用開始に伴い、社会保障や税の決められた書類に個人番号を記載し、市町村や税務署等に提出することとなりました。
○　つきましては、源泉徴収票作成事務等のために、「個人番号申告書」の提出（個人番号の提供）をお願いします。
○　個人番号の提供を受ける際は、成りすましを防止するため、番号法第16条において厳格な本人確認（番号確認＋身元確認）が義務付けられていますので、御協力をお願いします。
○　次のいずれかの方法で本人確認を行いますので、確認書類を提出してください。

　 ①個人番号カードの写し（番号確認と身元確認）

　 ②通知カードの写し（番号確認）と運転免許証の写しなど（身元確認）

　 ③個人番号の記載された住民票の写しなど（番号確認）と運転免許証の写しなど（身元確認）

	［Ｑ１］なぜ、マイナンバー（個人番号）を提供しなければならないのですか。その根拠はどこにありますか。

	［Ａ１］社会保障や税の決められた書類に個人番号を記載することは、法令で定められた義務になります。なお、番号法第14条第1項において、個人番号関係事務実施者（事業主、給与の支払者）は、本人等から個人番号の提供を求めることができることとされています。



	［Ｑ２］通知カードを紛失し、個人番号が分からないがどうすればいいですか。

	［Ａ２］平成28年1月以降、市区町村に申請すると「個人番号カード」の交付を受けることができます。この「個人番号カード」にも個人番号が記載されますので、確認することができます。さらに住民票の写しや住民票記載事項証明書を取得する際、希望すれば、個人番号が記載されたものが交付されるほか、通知カードの再交付を受けることもできますので、住民票のある市区町村にお問い合わせください。
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